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1  一般仕様 

1.1  件名 

ITER ブランケット把持機構の予備的ハザード分析 

 

1.2  目的及び概要 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（以下「QST」という。）では ITER ブランケ

ット遠隔保守システムの設計・製作を進めている。ITER の初期組立における ITER ブランケ

ット遠隔保守システムの一部である把持機構を設計適合させることを目的とした、ITER ブ

ランケット把持機構の予備的ハザード分析を実施する。 

 

1.3  契約範囲 

 ITER ブランケット把持機構の予備的ハザード分析 

 

1.4  作業実施場所 

 受注者事業所内 

 

1.5  作業期間 

 契約締結日～令和 8年 3月 10 日 

 

1.6  納入物件 

(1)  提出図書  

図書名 提出時期 部数 確認 

報告書 納入時 1 部 不要 

提出方法は、紙媒体(各 1 部を持参または受注者負担による郵送)の他、電子ファイル（PDF

ファイルをメール送付)を提出すること。報告書における使用言語は英語とする。 

 

（納入場所） 

 紙媒体の提出図書は下記に納入する。 

・〒311-0193 茨城県那珂市向山 801-1 QST 那珂フュージョン科学技術研究所 ITER

研究開発棟 R134 室 

 

1.7  検査条件 

2.1 に定める作業が実施されたと認めたこと及び 1.6 項に示す納入物件の確認及び QST

が仕様書に定める業務が実施されたと認めたことをもって、検査合格とする。 
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1.8  支給品 

2 章に示す図書一式について、QST より電子データで支給するものとする。 

 

1.9  適用法規 

なし 

 

1.10  知的財産権等 

知的財産権等の取扱いについては、別紙１「知的財産権特約条項」に定められたとお

りとする。 

 

1.11  機密保持 

(1)  技術情報の取扱い 

受注者は、本契約を実施することによって得た技術情報を第三者に開示しようとす

るときは、あらかじめ書面による QST の承認を得なければならないものとする。QST が

本契約に関し、その目的を達成するため受注者の保有する技術情報を了知する必要が

生じた場合は、QST と受注者協議の上、決定するものとする。 

(2)  成果の公開 

受注者は、本契約に基づく業務の内容及び成果について、発表若しくは公開し、又

は特定の第三者に提供しようとするときは、あらかじめ書面による QST の承認を得な

ければならないものとする。 

 

 

1.12  グリーン購入法の推進 

(1)  本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律）に適用する環境物品（事務用品、OA 機器等）が発生する場合は、これを採

用するものとする。 

(2)  本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針

に定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

1.13  協議 

本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場

合は、QST と協議の上、その決定に従うものとする。  
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2  技術仕様 

本件は、ITER ブランケットの初期組立に用いる第一壁把持機構（First Wall Gripper, 

FWG）および遮蔽ブロック把持機構 (Shield Block Gripper, SBG）の合理化検討を行う。 

受注者は、QST より支給する適用図書[1]および[2]に基づき、初期組立におけるブランケ

ット搬送装置である Blanket Assembly Transporter (BAT) への着脱、取合い、作業手順を

正しく理解した上で、従来遠隔での運転用に開発が進められてきた遠隔保守用 FWG・SBG の

設計を合理化・簡略化することにより、人間の作業員の補助のもと実施される ITER ブラン

ケットの初期組立作業に適した FWG・SBG 設計の基本設計を行う。 

[1] Technical Specification for Blanket First Assembly Tooling (ITER_D_2F6S75, 

v2.2) 

[2] Blanket First Assembly Tooling Requirements (ITER_D_2F6UJT, v2.0) 

[3] CAD model of VV and BMs 

 

2.1  BM 及び保守プロセス 

本件で設計する遠隔保守用ツールの検討対象となる BM 及び各種保守プロセスを以下の通

り記載する。 

図 1 に示す通り BM は VV 内に配置され、SB 及び FW で構成されている。各 SB は、フレキ

シブルカートリッジ及びキーという機械的な凹凸形状を介して VV に取り付けられている。

図 2は、図 1を Z方向から見た VV 断面図であり、SB 及び FW の形状は基本形状 18 種類に加

え、中性粒子ビームポート（NB Port：図 2内参照）等の各種ポート周辺に特殊形状のモジ

ュールが存在する。本件は全 SB のうち、3 種類の BM15ND タイプのモジュールを除いた SB

および FW を対象としてツール設計を実施する。 

BM の構造を図 3 に示す。SB を保守する際は FW が取外され、SB 単体の状態となる。SB を

VV に設置するプロセスでは、まず SBG で SB を把持して VV 内に設置し、SBESB を締結するこ

とで一時的に固定する。その後 FBT で 4 か所の FB（図 4）を締結することで、SB は VV に対

し本固定される。SB の本固定後、SB 上に SBTB を設置し、更に SBTB 上に溶接ツールを設置

して SB と VV を通る冷却水配管（CC 又は MC、FS）の溶接を実施する。 
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図 1 VV 内 BM 構成 

 

 
図 2 VV 断面図及び BM(SB+FW)#4 の外形 
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図 3 BM 構造図（上は FW を SB に設置した状態） 

 

 

図 4 FB 部の断面図 
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2.1.1  SBGによるSBの把持からVVへの仮固定までの手順 

 本項では、SBG による SB の把持から VV 設置までの手順を示す。 

(1) 大型マニピュレータ（初期組立時は BAT が該当）及び SBG の先端にあるツールチ

ェンジャー同士を接続する）。 

(2) SBG を収納板上の SB に近づける。 

(3) SBG 側の CB 把持インターフェースと SB 側の CB スレッドを接続する（図 7、ボル

ト締結やねじ山に対してクランプするなどの方法による）。 

(4) SB を VV 上の設置位置に近づける。 

(5) SB と VV の取合い構造（VV 側の Flexible cartridge、Intermodular key、Centering 

key と SB 側の受け構造、パッドを介して取合わせる）を接続する。 

(6) SBG 側の ESB レンチを SBESB に挿入・嵌合させ、SBESB を VV 側のスレッドに締結

する（SB は VV に仮固定された状態）。 

(7) SBG と SB の接続を解除し、SBG を SB から離す。この後、FBT を用いて SB 上の 4

か所の FB を締結することで、SB は VV に対し本固定される。 

2.1.2  FWの設置工程 

本項では、保守プロセスのひとつである FW 設置の工程について記す。 

(1) 大型マニピュレータ（初期組立時は BAT が該当）と FWG を接続する。接続はツール

チェンジャーを介して行う。 

(2) FWG により FW を把持する。把持は FWG 側の把持爪（エラー! 参照元が見つかりま

せん。に示すように、FW 把持穴内部に引っ掛けるためのフックを持つ構造）を FW

側の把持穴に挿入し、フックを開き、FWG のパッドを FW 表面のパネルに押し付け

ることで行う。 

(3) FWG＋FW を対象の SB の正面に移動させ、FW 側の CB barrel を SB 側の CB barrel 

interface に挿入する。 

(4) FWG に具備されたレンチを FW 側の待機用ねじ構造（Parking thread）に固定され

た CB ソケット（TORX/ヘクサロビュラ・六角星形の意：同図の中央のピンク部分）

に嵌合させる。 

(5) レンチを回転させながら並進移動させることで、CB を SB 側のメインスレッドに締

結する。この工程を「CB 仮締め」と呼ぶ。 

(6) FWG による FW 把持を解除し、FWG を FW から離す。 
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図 5 ツールチェンジャーの外観と接続イメージ（図は FW Gripper） 

 

 
図 6 収納板 
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図 7 SBG と SB の接続概念図 

 

 

図 8 SB と VV の取合い構造 
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2.2  実施内容 

 以下に実施内容を示す。 

1. 要求整理 

・適用図書[1][2]に記載された要求事項を精査し、主要な法規・規格の対応可否を含

む要求整理を行う。 

・適用図書[1]に基づく機能定義及び取合い定義を行う。 

（キー/パッド/中央バレル、把持指/CB レンチ等） 

2. 予備的ハザード分析（SBG/FWG） 

・リカバリー対象事象の特定のため予備的なハザード分析を実施する。 

3. 設計開発計画の検討 

前項で実施した予備的ハザード分析に基づき、以下および要求項目を考慮して設計開

発計画を検討すること 

・バリアント共通化 

・部品標準化、製造容易化の提案 

 

2.3  納品物について 

 2.2 項の実施内容に基づき報告書を提出すること。 

以上 

  



 

 

別紙 1 

 

知的財産権特約条項 

 

（知的財産権等の定義） 

第１条 この特約条項において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

一 特許法（昭和34年法律第121号）に規定する特許権、実用新案法（昭和34年

法律第123号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和34年法律第125号）に規定

する意匠権、半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和60年法律第43号）

に規定する回路配置利用権、種苗法（平成10年法律第83号）に規定する育成者

権及び外国における上記各権利に相当する権利（以下総称して「産業財産権等」

という。） 

二 特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を

受ける権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、半導体集積回路の回路

配置に関する法律に規定する回路配置利用権の設定の登録を受ける権利、種苗

法に規定する品種登録を受ける地位及び外国における上記各権利に相当する

権利 

三 著作権法（昭和45年法律第48号）に規定する著作権（著作権法第21条から第

28条までに規定する全ての権利を含む。）及び外国における著作権に相当する

権利（以下総称して「著作権」という。） 

四 前各号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち、秘匿することが可能

なものであって、かつ、財産的価値のあるものの中から、甲乙協議の上、特に

指定するもの（以下「ノウハウ」という。）を使用する権利 

２ この特約条項において「発明等」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

一 特許権の対象となるものについてはその発明 

二 実用新案権の対象となるものについてはその考案 

三 意匠権、回路配置利用権及び著作権の対象となるものについてはその創作、 

育成者権の対象となるものについてはその育成並びにノウハウを使用する権

利の対象となるものについてはその案出 

３ この契約書において知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、

実用新案法第２条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項に定める行為、半導体集

積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為、種苗法第２条第５項に定

める行為、著作権法第21条から第28条までに規定する全ての権利に基づき著作物を利

用する行為、種苗法第２条第５項に定める行為及びノウハウを使用する行為をいう。 

 

（乙が単独で行った発明等の知的財産権の帰属） 

第２条 甲は、本契約に関して、乙が単独で発明等行ったときは、乙が次の各号のいずれの



 

 

規定も遵守することを書面にて甲に届け出た場合、当該発明等に係る知的財産権を乙

から譲り受けないものとする。 

一 乙は、本契約に係る発明等を行った場合には、次条の規定に基づいて遅滞な

くその旨を甲に報告する。 

二 乙は、甲が国の要請に基づき公共の利益のために特に必要があるとしてその

理由を明らかにして求める場合には、無償で当該知的財産権を実施する権利を

国に許諾する。 

三 乙は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知

的財産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない

場合において、甲が国の要請に基づき当該知的財産権の活用を促進するために

特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権

を実施する権利を第三者に許諾する。 

四 乙は、第三者に当該知的財産権の移転又は当該知的財産権についての専用実

施権（仮専用実施権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内にお

いて排他的に実施する権利の設定若しくは移転の承諾（以下「専用実施権等の

設定等」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び次の

イからハまでに規定する場合を除き、あらかじめ甲に届け出、甲の承認を受け

なければならない。 

イ 子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号に規定する子会社

をいう。以下同じ。）又は親会社（会社法第２条第４号に規定する親会社

をいう。以下同じ。）に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等

をする場合 

ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移

転の促進に関する法律（平成10年法律第52号）第４条第１項の承認を受け

た者（同法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。））又は認定ＴＬ

Ｏ（同法第11条第１項の認定を受けた者）に当該知的財産権の移転又は専

用実施権等の設定等をする場合 

ハ 乙が技術研究組合である場合、乙がその組合員に当該知的財産権を移転

又は専用実施権等の設定等をする場合 

２ 乙は、前項に規定する書面を提出しない場合、甲から請求を受けたときは当該知的

財産権を甲に譲り渡さなければならない。 

３ 乙は、第１項に規定する書面を提出したにもかかわらず、同項各号の規定のいずれ

かを満たしておらず、かつ、満たしていないことについて正当な理由がないと甲が認

める場合において、甲から請求を受けたときは当該知的財産権を無償で甲に譲り渡さ

なければならない。 

 

（知的財産権の報告） 

第３条 前条に関して、乙は、本契約に係る産業財産権等の出願又は申請を行うときは、出



 

 

願又は申請に際して提出すべき書類の写しを添えて、あらかじめ甲にその旨を通知し

なければならない。 

２ 乙は、産業技術力強化法（平成12年法律第44号）第17条第１項に規定する特定研究

開発等成果に該当するもので、かつ、前項に係る国内の特許出願、実用新案登録出願、

意匠登録出願を行う場合は、特許法施行規則（昭和35年通商産業省令第10号）、実用

新案法施行規則（昭和35年通商産業省令第11号）及び意匠法施行規則（昭和35年通商

産業省令第12号）等を参考にし、当該出願書類に国の委託事業に係る研究の成果によ

る出願である旨を表示しなければならない 。 

３ 乙は、第１項に係る産業財産権等の出願又は申請に関して設定の登録等を受けた場

合には、設定の登録等の日から60日以内（ただし、外国にて設定の登録等を受けた場

合は90日以内）に、甲にその旨書面により通知しなければならない。 

４ 乙は、本契約に係る産業財産権等を自ら実施したとき及び第三者にその実施を許諾

したとき（ただし、第５条第４項に規定する場合を除く。）は、実施等した日から60

日以内（ただし、外国にて実施等をした場合は90日以内）に、甲にその旨書面により

通知しなければならない。 

５ 乙は、本契約に係る産業財産権等以外の知的財産権について、甲の求めに応じて、

自己による実施及び第三者への実施許諾の状況を書面により甲に報告しなければな

らない。 

 

（乙が単独で行った発明等の知的財産権の移転） 

第４条 乙は、本契約に関して乙が単独で行った発明等に係る知的財産権を第三者に移転す

る場合（本契約の成果を刊行物として発表するために、当該刊行物を出版する者に著

作権を移転する場合を除く。）には、第２条から第６条まで及び第12条の規定の適用

に支障を与えないよう当該第三者に約させなければならない。 

２ 乙は、前項の移転を行う場合には、当該移転を行う前に、甲にその旨書面により通

知し、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。ただし、乙の合併又は分割によ

り移転する場合及び第２条第１項第４号イからハまでに定める場合には、この限りで

ない。 

３ 乙は、第１項に規定する第三者が乙の子会社又は親会社（これらの会社が日本国外

に存する場合に限る。）である場合には、同項の移転を行う前に、甲に事前連絡の上、

必要に応じて甲乙間で調整を行うものとする。 

４ 乙は、第１項の移転を行ったときは、移転を行った日から60日以内（ただし、外国

にて移転を行った場合は90日以内）に、甲にその旨書面により通知しなければならな

い。 

５ 乙が第１項の移転を行ったときは、当該知的財産権の移転を受けた者は、当該知的

財産権について、第２条第１項各号及び第３項並びに第３条から第６条まで及び第12

条の規定を遵守するものとする。 

 



 

 

（乙が単独で行った発明等の知的財産権の実施許諾） 

第５条 乙は、本契約に関して乙が単独で行った発明等に係る知的財産権について第三者に

実施を許諾する場合には、第２条、本条及び第12条の規定の適用に支障を与えないよ

う当該第三者に約させなければならない。 

２ 乙は、本契約に関して乙が単独で行った発明等に係る知的財産権に関し、第三者に

専用実施権等の設定等を行う場合には、当該設定等を行う前に、甲にその旨書面によ

り通知し、あらかじめ甲の書面による承認を受けなければならない。ただし、乙の合

併又は分割により移転する場合及び第２条第１項第４号イからハまでに定める場合

は、この限りではない。 

３ 乙は、前項の第三者が乙の子会社又は親会社（これらの会社が日本国外に存する場

合に限る。）である場合には、同項の専用実施権等の設定等を行う前に、甲に事前連

絡のうえ、必要に応じて甲乙間で調整を行うものとする。 

４ 乙は、第２項の専用実施権等の設定等を行ったときは、設定等を行った日から60日

以内（ただし、外国にて設定等を行った場合は90日以内）に、甲にその旨書面により

通知しなければならない。 

５ 甲は、本契約に関して乙が単独で行った発明等に係る知的財産権を無償で自ら試験

又は研究のために実施することができる。甲が 甲のために第三者に製作させ、又は

業務を代行する第三者に再実施権を許諾する場合は、乙の承諾を得た上で許諾するも

のとし、その実施条件等は甲乙協議のうえ決定する。 

 

（乙が単独で行った発明等の知的財産権の放棄） 

第６条 乙は、本契約に関して乙が単独で行った発明等に係る知的財産権を放棄する場合は、

当該放棄を行う前に、甲にその旨書面により通知しなければならない。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の知的財産権の帰属） 

第７条 甲及び乙は、本契約に関して甲乙共同で発明等を行ったときは、当該発明等に係る

知的財産権について共同出願契約を締結し、甲乙共同で出願又は申請するものとし、

当該知的財産権は甲及び乙の共有とする。ただし、乙は、次の各号のいずれの規定も

遵守することを書面にて甲に届け出なければならない。 

一 乙は、甲が国の要請に基づき公共の利益のために特に必要があるとしてその

理由を明らかにして求める場合には、無償で当該知的財産権を実施する権利を

国に許諾する。 

二 乙は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知

的財産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない

場合において、甲が国の要請に基づき当該知的財産権の活用を促進するために

特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権

を実施する権利を甲が指定する 第三者に許諾する。 

２ 前項の場合、出願又は申請のための費用は原則として、甲、乙の持分に比例して負



 

 

担するものとする。 

３ 乙は、第１項に規定する書面を提出したにもかかわらず、同項各号の規定のいずれ

かを満たしておらず、さらに満たしていないことについて正当な理由がないと甲が認

める場合において、甲から請求を受けたときは当該知的財産権のうち乙が所有する部

分を無償で甲に譲り渡さなければならない。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の知的財産権の移転） 

第８条 甲及び乙は、本契約に関して甲乙共同で行った発明等に係る共有の知的財産権のう

ち、自らが所有する部分を相手方以外の第三者に移転する場合には、当該移転を行う

前に、その旨を相手方に書面により通知し、あらかじめ相手方の書面による同意を得

なければならない。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の知的財産権の実施許諾） 

第９条 甲及び乙は、本契約に関して甲乙共同で行った発明等に係る共有の知的財産権につ

いて第三者に実施を許諾する場合には、その許諾の前に相手方に書面によりその旨通

知し、あらかじめ相手方の書面による同意を得なければならない。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の知的財産権の実施） 

第10条 甲は、本契約に関して乙と共同で行った発明等に係る共有の知的財産権を試験又は

研究以外の目的に実施しないものとする。ただし、甲は甲のために第三者に製作させ、

又は業務を代行する第三者に実施許諾する場合は、無償にて当該第三者に実施許諾す

ることができるものとする。 

２ 乙が本契約に関して甲と共同で行った発明等に係る共有の知的財産権について自

ら商業的実施をするときは、甲が自ら商業的実施をしないことに鑑み、乙の商業的実

施の計画を勘案し、事前に実施料等について甲乙協議の上、別途実施契約を締結する

ものとする。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の知的財産権の放棄） 

第11条 甲及び乙は、本契約に関して甲乙共同で行った発明等に係る共有の知的財産権を放

棄する場合は、当該放棄を行う前に、その旨を相手方に書面により通知し、あらかじ

め相手方の書面による同意を得なければならない。 

 

（著作権の帰属） 

第12条 第２条第１項及び第７条第１項の規定にかかわらず、本契約の目的として作成され

納入される著作物に係る著作権については、全て甲に帰属する。 

２ 乙は、前項に基づく甲及び甲が指定する 第三者による実施について、著作者人格

権を行使しないものとする。また、乙は、当該著作物の著作者が乙以外の者であると

きは、当該著作者が著作者人格権を行使しないように必要な措置を執るものとする。 



 

 

３ 乙は、本契約によって生じた著作物及びその二次的著作物の公表に際し、本契約に

よる成果である旨を明示するものとする。 

 

（合併等又は買収の場合の報告等） 

第13条 乙は、合併若しくは分割し、又は第三者の子会社となった場合（乙の親会社が変更

した場合を含む。第３項第１号において同じ。）は、甲に対しその旨速やかに報告し

なければならない。 

２ 前項の場合において、国の要請に基づき、国民経済の健全な発展に資する観点に照

らし、本契約の成果が事業活動において効率的に活用されないおそれがあると甲が判

断したときは、乙は、本契約に係る知的財産権を実施する権利を甲が指定する者に許

諾しなければならない。 

３ 乙は、本契約に係る知的財産権を第三者に移転する場合、次の各号のいずれの規定

も遵守することを当該移転先に約させなければならない。 

一 合併若しくは分割し、又は第三者の子会社となった場合は、甲に対しその旨

速やかに報告する。 

二 前号の場合において、国の要請に基づき、国民経済の健全な発展に資する観

点に照らし本業務の成果が事業活動において効率的に活用されないおそれが

あると甲が判断したときは、本契約に係る知的財産権を実施する権利を甲が指

定する者に許諾する。 

三 移転を受けた知的財産権をさらに第三者に移転するときは、本項各号のいず

れの規定も遵守することを当該移転先に約させる。 

 

（秘密の保持）  

第14条 甲及び乙は、第２条及び第７条の発明等の内容を出願公開等により内容が公開され

る日まで他に漏えいしてはならない。ただし、あらかじめ書面により出願又は申請を

行った者の了解を得た場合はこの限りではない。 

 

（委任・下請負） 

第15条 乙は、本契約の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせた場合においては、

当該第三者に対して、本特約条項の各規定を準用するものとし、乙はこのために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、前項の当該第三者が本特約条項に定める事項に違反した場合には、甲に対し

全ての責任を負うものとする。 

 

（協議） 

第16条 第２条及び第７条の場合において、単独若しくは共同の区別又は共同の範囲等につ

いて疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。 

 



 

 

（有効期間） 

第17条 本特約条項の有効期限は、本契約の締結の日から当該知的財産権の消滅する日まで

とする。 

 

以上 

  



 

 

別紙 2 

イーター実施協定の調達に係る情報及び知的財産に関する特約条項 

 

本契約については、本契約一般条項によるほか、次の特約条項（以下「本特約条項」という。）によ

る。 

 

（定義） 

第１条 本契約において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１） 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権又は特許を受ける権利 

（２） 実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権又は実用新案登録を受け

る権利 

（３） 意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権又は意匠登録を受ける権利 

（４） 商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権又は商標登録を受ける権利 

（５） 半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置

利用権又は回路配置利用権の設定の登録を受ける権利 

（６） 種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する育成者権又は品種登録を受ける地位 

（７） 著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの

著作物の著作権 

（８） 外国における、第１号から第７号に記載の各知的財産権に相当する権利 

（９） 不正競争防止法（平成５年法律第４７号）に規定する営業秘密に関して法令により定めら

れた権利又は法律上保護される利益に係る権利（以下「営業秘密」という。） 

２ 本契約において「情報」とは、法律による保護を受けることができるか否かを問わず、発明や発

見の記述のみならず、公表されている資料、図書、意匠、計算書、報告書その他の文書、研究開発

に関する記録された資料又は方法並びに発明及び発見に関する説明であって、前項に定義する知

的財産権を除いたものをいう。 

３ 本契約において「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象と

なるものについては考案、意匠権、商標権、回路配置利用権及びプログラム等の著作権の対象と

なるものについては創作、育成者権の対象となるものについては育成並びに営業秘密を使用する

権利の対象となるものについては案出をいう。 

４ 本契約において「背景的な知的財産権」とは、本契約の締結前に取得され、開発され、若しくは

創出された知的財産権又は本契約の範囲外において取得され、開発され、若しくは創出される知

的財産権をいう。 

５ 本契約において「背景的な営業秘密」とは、背景的な知的財産権のうちの営業秘密をいう。 

６ 本契約において「生み出された知的財産権」とは、本契約の履行の過程で、乙が単独で又は甲と

共同で取得し、開発し、又は創出した知的財産権をいう。 

７ 本契約において「協定」とは、「イーター事業の共同による実施のためのイーター国際核融合エ

ネルギー機構の設立に関する協定」をいう。 

８ 本契約において「附属書」とは、協定の「情報及び知的財産に関する附属書」をいう。 

９ 本契約において「イーター機構」とは、協定により設立された「イーター国際核融合エネルギー

機構」をいう。 



 

 

１０ 本契約において「加盟者」とは、協定の締約者をいう。 

１１ 本契約において「国内機関」とは、各加盟者がイーター機構への貢献を行うに当たって、その

実施機関として指定する法人をいう。 

１２ 本契約において「団体」とは、国内機関又はイーター機構が協定の目的のために物品又は役

務の提供に関する契約を締結する団体をいう。 

１３ 本契約において「理事会」とは、協定第６条に定める「理事会」をいう。 

１４ 本契約において「特許等」とは、特許、登録実用新案、登録意匠、登録商標、登録回路配置及

び登録品種の総称をいう。 

 

（情報の普及） 

第２条 乙は、加盟者又は国内機関が、本契約の実施により直接に生じる情報（著作権の有無を問

わない。）を非商業上の利用のため翻訳し、複製し、及び公に頒布する権利を有することに同意す

る。 

２ 乙は、前項により作成される著作権のある著作物の写しであって公に頒布されるすべてのもの

には、著作者が明示的に記名を拒否しない限り、著作者の氏名を明示することに同意する。 

 

（発明等の報告） 

第３条 乙は、本契約の履行の過程で発明等を創出した場合には（以下、かかる発明等を「本発明

等」という。）、本発明の詳細とともに、速やかに甲に書面により報告するものとする。 

２ 乙は、甲が前項の本発明の詳細を含む報告をイーター機構及び加盟者に提供すること、並びに、

甲が自ら実施する核融合の研究開発に関する活動のため必要とする場合において乙以外の日本の

団体に提供することに、あらかじめ同意する。 

 

（生み出された知的財産権の帰属等） 

第４条 本発明等に係る知的財産権は、乙に帰属する。ただし、本発明等が甲乙共同で創出したも

のである場合、当該本発明等に係る知的財産権は甲及び乙の共有となる。 

２ 前項ただし書きの甲及び乙の共有に係る知的財産権について、甲及び乙は、知的財産権の持分、

費用分担、その他必要な事項を協議の上、別途取決めを締結するものとする。 

３ 乙は、甲及び乙の共有に係る当該知的財産権を自ら又は乙が指定する者が実施する場合、甲及

び乙の持分に応じてあらかじめ定める不実施補償料を甲に支払うものとする。 

 

（発明等の取扱い） 

第５条 乙は、本発明等に関し、(i)特許等の登録に必要な手続を行うか、(ii)営業秘密として管理

するか、又は、(iii)(i)若しくは(ii)のいずれも行わないかという取扱いについて速やかに決定

の上、甲に決定内容を書面により報告する。ただし、当該本発明等が甲乙共同で創出したもので

ある場合、甲及び乙は、上記(i)ないし(iii)の取扱いについて別途協議の上決定する。 

２ 乙は、前項に基づく本発明等の取扱いに関する決定内容について、甲がイーター機構及び加盟

者に提供すること、並びに甲が自ら実施する核融合の研究開発に関する活動のため必要とする場

合において乙以外の日本の団体に提供することに、あらかじめ同意する。 



 

 

３ 乙は、乙が第１項の(iii)の取扱いをすることを決定した本発明等について、甲又はイーター機

構の求めがあった場合は、当該本発明等の知的財産権を甲又はイーター機構に承継させるものと

する。 

 

（背景的な知的財産権の認定） 

第６条 乙が本契約の履行の過程で利用する背景的な知的財産権は、甲及び乙が別途締結する覚書

（以下「覚書」という。）に定める。覚書に定めのない知的財産権であって、本契約の履行の過程

で利用されるものは、生み出された知的財産権とみなす。 

２ 乙は、覚書に掲げる知的財産権の内容に変更が生じたときは、速やかに当該変更内容を甲に書

面により報告するものとする。 

３ 乙は、本契約締結後に本契約の履行の過程で利用すべき背景的な知的財産権の存在が判明した

ときは、速やかに、当該背景的な知的財産権が、本契約の範囲外において存在することを証明する

具体的な証拠とともに、本契約締結前に報告できなかった正当な理由を甲に書面により報告するも

のとする。 

４ 甲は、前項の報告を受けた場合は、乙から提出された証拠及び理由の妥当性を検討の上、必要

に応じて、甲乙協議の上、覚書の改訂を行うものとする。 

５ 乙は、本条に基づく報告について、甲がイーター機構及び加盟者に提供すること、並びに甲が

自ら実施する核融合の研究開発に関する活動のため必要とする場合において乙以外の日本の団体

に提供することに、あらかじめ同意する。 

６ 乙は、本契約の履行の過程で背景的な知的財産権を利用する場合は、必要な実施権又は利用権

を確保し、甲並びに契約物品の提供を受けるイーター機構及び関連する他の加盟者が、支障なく

当該物品を使用することができるようにしなければならない。甲並びにイーター機構及び関連す

る他の加盟者が当該背景的な知的財産権に関し、第三者から知的財産権侵害の苦情を受けた場合

には、乙は自己の責任と費用でその苦情を防御又は解決し、当該苦情に起因する損失、損害又は

経費のすべてを補償し、甲並びにイーター機構及び関連する他の加盟者に対して何らの損害も与

えないものとする。 

 

（背景的な知的財産権の帰属） 

第７条 本契約は、背景的な知的財産権の帰属について何ら変更を生じさせるものではない。 

 

（創出者への補償等） 

第８条 乙は、乙の従業者又は役員（以下「従業者等」という。）が創出した本発明等に係る知的財

産権を、適用法令に従い、乙の費用と責任において従業者等から承継するものとする。 

 

（生み出された知的財産権の実施） 

第９条 生み出された知的財産権の実施権の許諾（利用権の付与を含む。以下同じ。）については、

次の各号による。 

（１） 乙は、甲が自ら実施する研究開発に関する活動のために、平等及び無差別の原則に基づき、

当該生み出された知的財産権の取消し不能な、非排他的な、かつ、無償の実施権を甲に許諾す



 

 

る。当該実施権は、甲が第三者に再実施を許諾する権利を伴う。 

（２） 乙は、公的な支援を得た核融合の研究開発に関する計画のため、平等及び無差別の原則に

基づき、当該生み出された知的財産権の取消し不能な、非排他的な、かつ、無償の実施権を加

盟者及びイーター機構に許諾する。当該実施権は、イーター機構及び加盟者が第三者（加盟者

については、それぞれの領域内の第三者に限る。）に再実施を許諾する権利を伴う。 

（３） 乙は、核融合の商業上の利用のため、平等及び無差別の原則に基づき、生み出された知的財

産権の非排他的な実施権を加盟者に許諾する。当該実施権は、加盟者が第三者（それぞれの領

域内の第三者に限る。）に再実施を許諾する権利を伴う。当該実施権の許諾に係る条件は、乙が

第三者に対して当該生み出された知的財産権の実施権を許諾するときの条件よりも不利でない

ものとする。 

（４） 乙は、生み出された知的財産権の核融合以外の分野における利用を可能にするため、加盟

者、国内機関、団体及び第三者と商業上の取決めを締結することが奨励される。 

２ 前項の生み出された知的財産権が甲と乙の共有に係るものである場合、甲と乙は、共同して同

項に基づく実施権の許諾を行う。 

３ 乙は、第１項に規定する実施権及び再実施を許諾する権利の許諾の記録を保持し、甲の求めに

応じこれを甲に提供する。乙は、上記記録に変更がある場合は、各年の上半期については、７月

１５日までに、下半期については翌年の１月１５日までに甲に報告書を提出する。 

４ 乙は、甲が当該記録をイーター機構及び加盟者に提供すること、並びに甲が自ら実施する核融

合の研究開発に関する活動のため必要とする場合において乙以外の日本の団体に提供することに、

あらかじめ同意する。 

５ 乙は、非加盟者の第三者に対し、生み出された知的財産権の実施権を許諾する場合には、理事

会が全会一致で決定する規則に従うものとし、甲の事前の同意を得て行うものとする。当該第三

者への実施権の許諾は、平和的目的のための使用に限り行うものとする。ただし、当該規則の決

定までは、非加盟者の第三者に対する当該実施権の許諾は認めない。 

６ 乙は、イーター機構又は加盟者に対して直接実施許諾できない理由があるときには、甲が第１

項第２号及び第３号に基づきイーター機構又は加盟者に再実施を許諾するための権利を伴う、生

み出された知的財産権の取消し不能な、非排他的な、かつ、無償の実施権を甲に許諾するものと

する。 

 

（背景的な知的財産権の実施） 

第１０条 乙が契約物品その他仕様書に定める納入品に用いる背景的な知的財産権の実施権の許諾

については、次の各号による。 

（１） 乙は、当該背景的な知的財産権（ただし、背景的な営業秘密を含まない。）が次のいずれか

の要件を満たすときは、甲が自ら実施する核融合の研究開発に関する活動のために、平等及び無

差別の原則に基づき、当該背景的な知的財産権の取消し不能な、非排他的な、かつ、無償の実施

権を甲に許諾する。当該実施権は、甲が研究機関及び高等教育機関に再実施を許諾する権利を伴

う。 

イ イーター施設を建設し、運転し、及び利用するために必要とされること又はイーター施設に



 

 

関連する研究開発のための技術を用いるために必要とされること。 

ロ イーター機構に提供される契約物品を保守し、又は修理するために必要とされること。 

ハ 公的な調達に先立ち理事会が必要であると決定する場合において必要とされること。 

（２） 乙は、当該背景的な知的財産権（ただし、背景的な営業秘密を含まない。）が次のいずれか

の要件を満たすときは、公的な支援を得た核融合の研究開発に関する計画のため、平等及び無差

別の原則に基づき、当該背景的な知的財産権の取消し不能な、非排他的な、かつ、無償の実施権

を加盟者及びイーター機構に許諾する。当該実施権は、イーター機構が再実施を許諾する権利並

びに加盟者がそれぞれの領域内において研究機関及び高等教育機関に再実施を許諾する権利を

伴う。 

イ イーター施設を建設し、運転し、及び利用するために必要とされること又はイーター施設に

関連する研究開発のための技術を用いるために必要とされること。 

ロ イーター機構に提供される契約物品を保守し、又は修理するために必要とされること。 

ハ 公的な調達に先立ち理事会が必要であると決定する場合において必要とされること。 

（３） 乙は、当該背景的な営業秘密が次のいずれかの要件を満たすときは、当該背景的な営業秘

密（イーター施設の建設、運転、保守及び修理のための手引書又は訓練用教材を含む。）の取消

し不能な、非排他的な、かつ、無償の利用権をイーター機構に付与する。当該利用権は、イータ

ー機構が、協定の情報及び知的財産に関する附属書第４．２．３条（ｂ）に基づき、その下請負

人に再利用権を付与する権利及びフランス規制当局に当該背景的な営業秘密を伝達する権利を

伴う。 

イ イーター施設を建設し、運転し、及び利用するために必要とされること又はイーター施設に

関連する研究開発のための技術を用いるために必要とされること。 

ロ イーター機構に提供される契約物品を保守し、又は修理するために必要とされること。 

ハ 公的な調達に先立ち理事会が必要であると決定する場合において必要とされること。 

ニ イーター施設に対して規制当局が要請する安全、品質保証及び品質管理のために必要とされ

ること。 

（４） 乙は、当該背景的な営業秘密が次のいずれかの要件を満たすときは、加盟者が公的な支援

を得た核融合の研究開発に関する計画のため、金銭上の補償を伴う私的契約によって、当該背景

的な営業秘密の商業上の利用権の付与又は当該背景的な営業秘密を用いた契約物品と同一の物

品の提供を求めた場合には、当該契約締結のため最善の努力を払うこととする。当該利用権の付

与又は物品の提供に係る条件は、乙が第三者に対して当該背景的な営業秘密の利用権を付与し、

又は当該背景的な営業秘密を用いた同一の物品を提供するときの条件よりも不利でないものと

する。当該利用権が付与される場合には、当該利用権は、利用権者が契約上の義務を履行しない

場合にのみ取り消すことができる。 

イ イーター施設を建設し、運転し、及び利用するために必要とされること又はイーター施設に

関連する研究開発のための技術を用いるために必要とされること。 

ロ イーター機構に提供される契約物品を保守し、又は修理するために必要とされること。 

ハ 公的な調達に先立ち理事会が必要であると決定する場合において必要とされること。 

（５） 乙は、当該背景的な知的財産権について、加盟者が核融合の商業上の利用のため、当該背景



 

 

的な知的財産権の実施権の許諾を受けること又は当該背景的な知的財産権を用いた契約物品と

同一の物品の提供を求めた場合には、当該要求の実現のため最善の努力を払うこととする。当該

背景的な知的財産権の実施権は、当該加盟者の領域内にある第三者による核融合の商業上の利用

のために当該加盟者が再実施を許諾する権利を伴う。当該背景的な知的財産権の実施権の許諾に

係る条件は、乙が第三者に対して当該背景的な知的財産権の実施権を許諾するときの条件よりも

不利でないものとする。当該背景的な知的財産権の実施権は、実施権者が契約上の義務を履行し

ない場合にのみ取り消すことができる。 

（６） 乙は、前号に定める目的以外の商業上の目的のため、加盟者から求めがあった場合は、当該

背景的な知的財産権が次のいずれかの要件を満たすときは、当該背景的な知的財産権の実施権を

許諾することが奨励される。乙が、当該背景的な知的財産権の実施権を当該加盟者に許諾する場

合には、当該背景的な知的財産権の実施権は平等及び無差別の原則に基づき許諾されるものとす

る。 

イ イーター施設を建設し、運転し、及び利用するために必要とされること又はイーター施設に

関連する研究開発のための技術を用いるために必要とされること。 

ロ イーター機構の提供される契約物品を保守し、又は修理するために必要とされること。 

ハ 公的な調達に先立ち理事会が必要であると決定する場合において必要とされること。 

２ 前項の背景的な知的財産権が甲と乙の共有に係るものである場合、甲と乙は、共同して当該背

景的な知的財産権の実施権の許諾を行う。 

３ 乙は、第１項に規定する実施権及び再実施を許諾する権利の許諾の記録を保持し、甲の求めに

応じこれを甲に提供する。乙は、上記記録に変更がある場合は、各年の上半期については７月１

５日までに、下半期については翌年の１月１５日までに甲に報告書を提出する。 

４ 乙は、甲が当該記録をイーター機構及び加盟者に提供すること、並びに甲が自ら実施する核融

合の研究開発に関する活動のため必要とする場合において乙以外の日本の団体に提供することに、

あらかじめ同意する。 

 

（知的財産権の帰属の例外） 

第１１条 乙は、本契約の目的として作成される提出書類、プログラム及びデータベース等の納入

品に係る著作権は、すべて甲に帰属することを認め、乙が著作権を有する場合（第８条に基づき

従業者等から承継する場合を含む。）であっても、乙は、かかる著作権（著作権法第 21 条から第

28 条までに定める全ての権利を含み、日本国内における権利に限らない。）を甲に譲渡する。かか

る譲渡の対価は、本契約書に定める請負の対価に含まれる。 

２ 前項の規定により著作権を乙から甲に譲渡する場合において、当該著作物を乙が自ら創作した

ときは、乙は、著作者人格権を行使しないものとし、当該著作物を乙以外の第三者が創作したと

きは、乙は、当該第三者に著作者人格権を行使しないように必要な措置を講じるものとする。 

 

（下請負人に対する責任） 

第１２条 乙は、本契約一般条項の規定に従い、下請負人に対し本契約の一部を履行させる場合、

本特約条項に基づく乙の一切の義務を乙の責任において当該下請負人に遵守させるものとする。 



 

 

 

（有効期間） 

第１３条 本契約一般条項の定めにかかわらず、本特約条項の定めは協定の終了後又は日本国政府

の協定からの脱退後も効力を有する。 

 

（言語） 

第１４条 本特約条項に定める乙から甲への書面による報告は、和文だけでなく、英文でも提出す

ることとし、両文書は等しく正文とする。 

 

（疑義） 

第１５条 本特約条項の解釈又は適用に関して疑義が生じた場合、協定の規定が本特約条項に優先

する。 

 


